
「倒産・解雇などによる離職（特定受給資格者）」や 

「雇い止めなどによる離職（特定理由離職者）」をされた方へ 

 

　平成２２年４月から国民健康保険税が軽減されます　 

 

■対象者は? 

離職の翌日から、その翌年度末までの期間において、 

（１）雇用保険の恃定受給資格者（例：倒産・解雇などによる離職） 

（２）雇用保険の特定理由離職者（例：雇い止めなどによる離職） 

※雇用保険受給資格者証の離職理由が 

　１１・１２・２１・２２・２３・３１・３２・３３・３４に該当する方　 

※「高年齢受給資格者証」及び「特例受給資格者証」の方は対象となりません。 

 

■軽減額は? 

国民健康保険税は、前年の所得などにより算定されます。 

軽減は、前年の給与所得をその３０／１００とみなして行います。 

※具体的な軽減額などは、下記国民健康保険税担当までお問い合わせください。 

 

■軽減期間は? 

離職の翌日から翌年度末までの期間です。 

※雇用保険の求職者給付（基本手当等）を受ける期間とは異なります。 

※届出が遅れても遡及して軽減を受けることができます。 

※国民健康保険に加入中は、途中で就職しても該当期間中は、引き続き対象となりますが、

会社の健康保険に加入するなど国民健康保険を喪失すると軽減措置は終了となります。 

 

■必要なものは? 

　・特例対象被保険者等に係る申請書（別紙） 

　・雇用保険受給資格者証（写） 

　・身分を証明するもの（免許証・マイナンバーカード等） 

 

　軽減を受けるためには、届出が必要です　 

届出先　小鹿野町小鹿野３００番地　保健福祉センター・福祉課（保険担当）まで 

 

【お問い合わせ】 

○届出に関すること　　　　　　福祉課　７５－４１０３ 

○国民健康保険税に関すること　税務課　７５－４１２５ 



■離職理由　該当一覧 

 

離職理由のコードが、 

「１１」「１２」「２１」「２２」「２３」「３１」「３２」「３３」「３４」の人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 離職区分 コード 離職理由

 

特定受給資格者

１１ 解雇

 １２ 天災等の理由により事業の継続が不可能になったことによる解雇

 ２１ 特定雇止めによる離職（雇用期間３年以上雇止め通知あり）

 ２２ 特定雇止めによる離職（雇用期間３年未満等更新明示あり）

 ３１ 事業主からの働きかけによる正当な理由のある自己都合退職

 ３２ 事業所移転等に伴う正当な理由のある自己都合退職

 

特定理由離職者

２３
特定理由の契約期間満了による離職 

（雇用期間３年未満等更新明示なし）

 ３３ 正当な理由のある自己都合退職

 
３４

正当な理由のある自己都合退職（平成２９年３月３１日までに離

職した被保険者期間６月以上１２月未満に該当するものに限る）



（小鹿野町国民健康保険税条例第２２条の２第１項関係） 

○ 雇用保険受給資格者証（写） 
○ 国民健康保険被保険者証（写）※ 新規加入者は不要 

 

チェックリスト　※　この欄は担当課で記入します。 

 

特 例 対 象 被 保 険 者 等 に 係 る 申 告 書

 

                                          　　　　　　令和　　年　　月　　日 

 
　小　鹿　野　町　長　様 
 

                               申告者（納税義務者） 

                               住　所　小鹿野町　　　　　　　　　　　　番地 

 
                               氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

電話　　　　　（　　　　）　　　　　 　 
 
　　　次の国民健康保険被保険者等は、小鹿野町国民健康保険税条例第２１条の２に 

規定する特例対象被保険者等ですので、国民健康保険税の算定における前年所得 
を３０／１００とみなして算定していただきたく、第２２条の２の規定により関 
係書類を添えて申告します。 

 

 

 

被保険者等氏名　　　　　　　　　　　　　　 

・ 特定受給資格者（ １１・１２・２１・２２・３１・３２ ） 

・ 特定理由離職者（ ２３・３３・３４ ）
 　備　考 

 
離 職 年 月 日 令和　　年　　月　　日（平成２１年３月３０日以前は対象外）

 
離職理由コード

・特定受給資格者（ １１・１２・２１・２２・３１・３２ ） 
・特定理由離職者（ ２３・３３・３４ ）

 
減 額 期 間 

（離職日翌日から翌年度末）

令和　　年　　月　　日　～  令和　　 年　３月３１日 
※　ただし、社会保険加入などの理由により国保資格を喪失した場合は終了


